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一
問
題
の
背
景
ニ
カ
ナ
ダ
の
公
的
部
門
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
三
実
験
と
試
み
ｌ
そ
の
内
容
１カナダ統計局の半自律的作業集団（以上、本号）
２国務省翻訳局の「準自律的チーム」（以下、次号）
３
税
務
地
方
事
務
所
に
お
け
る
参
加
的
管
理
４意識と「生産性」（第一世代実験の評価）
５
首
都
委
員
会
に
お
け
る
Ｓ
Ｔ
Ｓ
的
分
析
’
国
防
省
ｌ
労
働
協
議
制
下
の
Ｑ
Ｗ
Ｌ
四
成
果
と
問
題
点
公務におけるＱＷＬ（上）
公務におけるＱＷＬ（上）
ｌ
カ
ナ
ダ
の
場
合
Ｉ
嶺
学
１
公
務
官
僚
制
と
民
間
産
業
（１） 
本稿は、さきに発表した「カナダにおけるＱＷＬの展開と特質」を補足するものである。労働生活の質的向上
（ロ日｝ごｏｍミ・『蚕信一】【の》Ｃ三門）は、いくらかの展開がある国では、民間産業を中心として発展してきたが、カナダ
（２） 
を含むいくつかの国では公的部門（ロロ二つの①ｎ斤。【）でも試みられた。カナダの場合、試みはあったものの、持続しな
か
っ
た
り
、
モ
デ
ル
と
し
て
他
に
影
響
し
た
と
言
う
こ
と
も
で
き
な
い
。
し
か
し
、
公
的
部
門
の
労
働
者
が
、
民
間
産
業
と
は
異
る
条
件
下にあるがＱＷＬ的施策の導入が可能か、また官僚制の逆機能的な諸問題への対策であり得るのではないか、といっ
た
興
味
深
い
課
題
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
問
題
意
識
は
、
わ
が
国
を
含
め
資
本
主
義
国
の
公
的
部
門
に
広
く
当
て
は
ま
る
で
あ
ろ
う
。
民
間
産
業
と
公
的
部
門
の
仕
事
を
め
ぐ
る
問
題
に
お
け
る
差
異
に
立
入
る
前
に
、
共
通
な
背
景
を
確
認
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
公
的
部門におけるＱＷＬの試みは、民間産業の経験を応用しようとするものであり、労働や組織の実態、労働者の行動に
共通性が認められたことが、このような着想の前提となっていると考えられる。周知の通り、現代国家では、中央・
地
方
政
府
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
（
権
力
の
行
使
と
給
付
）
は
広
範
囲
に
及
び
、
そ
の
機
構
は
巨
大
で
あ
る
。
広
範
囲
の
活
動
の
中
に
は
、
民
間産業と共通の業務が少なくない。特に、役職位にない一般労働者の仕事をみた場合、多数の現業的、書記的職務が
あ
り
、
曰
常
業
務
の
処
理
の
仕
方
と
し
て
は
民
間
産
業
と
異
ら
な
い
。
民
間
産
業
の
労
働
者
と
公
的
部
門
の
労
働
者
の
職
務
の
間
に
一
線
を
画
す
る
こ
と
は
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
特
に
、
官
僚
制
の
巨
大
な
機
構
は
同
時
に
高
度
の
分
業
を
伴
っ
て
お
り
、
個
人
に
割
当
て
ら
れ
る課業は細分化される可能性が強い。特に、業務の都合上、大量事務処理を要する分野では、顕著である。政府が直
公務におけるＱＷＬ（上）
問
題
の
背
景
一一
接
に
、
ま
た
、
間
接
的
に
他
の
事
業
体
を
設
け
て
、
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
ま
た
は
生
産
活
動
を
行
な
う
こ
と
も
多
い
。
ま
た
、
業
務
と
し
て
は
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
が
、
そ
の
実
施
上
の
職
務
が
現
業
的
な
も
の
が
あ
る
。
こ
れ
ら
の
多
様
な
現
業
的
職
務
の
中
に
も
、
そ
の特性において内容の貧しいものがあるであろうと推測される。公的部門の活動は各国で異るであろうが、行政サー
ビスで、法律上の身分としての公務員によって担われるものを典型とし、政府が関与して設立された事業体の活動で、
その従業員が公務員でないものまでを含めることができよう。民間産業活動と対比される典型的な分野は、もちろん
公務員による行政サービスである。これを公務官僚制とよぶこととする。
管理者の側から、人間資源の効率が求められていることも、公的部門でＱＷＬの試みがなされる理由のひとつであ
ろ
う
。
民
主
主
義
国
家
に
お
い
て
は
、
租
税
負
担
者
へ
の
責
任
と
し
て
、
政
府
が
公
務
員
の
能
率
維
持
に
努
め
る
こ
と
は
当
然
と
み
な
さ
れ、責任ある機関はそのための方法を探求することを求められる。ＱＷＬが問題となったここ約二○年間について言
え
ば
、
資
本
主
義
国
家
で
は
、
低
成
長
に
よ
る
財
政
の
悪
化
や
、
新
自
由
主
義
的
傾
向
に
よ
り
公
務
員
の
能
率
を
高
め
人
件
費
を
抑
制
す
る
圧
力
が
強
か
っ
た
と
言
え
よ
う
。
も
ち
ろ
ん
、
能
率
が
求
め
ら
れ
る
と
し
て
も
、
そ
の
根
拠
が
、
民
間
産
業
で
は
、
利
潤
の
獲
得
に
あ
る
の
に
対
し
、
公
務
員
の
場
合
で
は
異
っ
て
い
る
。
次に行政サービスの分野における官僚制が、民間の経営組織と異なっている点を、官僚制に関する古典的把握や公
務における労働関係をふまえて、ＱＷＬに関連する限りであげよう。まず第一に、民間企業が一般的に言って利潤の
獲得を目標とした組織であるのに対して、行政組織は、法令にもとづいて設置され、法令を実施することが主要な機
能
で
あ
る
。
こ
こ
か
ら
、
民
間
企
業
に
と
っ
て
は
、
利
潤
の
た
め
必
要
な
ら
ば
、
組
織
を
変
更
し
た
り
、
柔
軟
な
手
続
を
と
っ
た
り
す
る
ことができ、また、それが望ましいとみなされるのに対して、行政組織では、法令の実施が公正を要求されるために、
公務におけるＱＷＬ（上）
一一一
公務におけるＱＷＬ（上）
四
画
一
性
を
要
求
さ
れ
、
手
続
が
詳
細
に
明
確
化
さ
れ
、
文
書
に
規
定
さ
れ
て
、
客
観
性
、
持
続
性
を
維
持
し
よ
う
と
す
る
。
組
織
は
硬
直
的
で
あ
る
と
言
え
る
。
公
務
官
僚
制
に
お
い
て
も
、
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
の
上
位
の
役
職
位
に
あ
る
者
は
、
よ
り
多
く
の
意
思
決
定
権
限
を
も
つが、末端の者は、その業務上の行為についても、法令・規則・指示に拘束される傾向がある。このために
、公務
官
（３） 
僚制が、機械のごとき硬直的な存在とみなされてきたわけである。民間産業でＱＷＬが最初に問題とされたのは、一プ
イ
ラ
ー
・
シ
ス
テ
ム
的
な
生
産
現
場
の
作
業
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
作
業
現
場
の
仕
事
の
改
善
に
は
よ
り
上
位
の
経
営
組
織
の
変
更が必要であることが次第に認識される。公務官僚制については、下位階層における問題は、上記のような公務官僚
制の性格によるところが大きいと考えられる。
第
二
に
、
民
間
産
業
が
市
場
に
お
い
て
財
貨
、
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
消
費
者
が
選
択
的
に
行
動
す
る
の
と
異
り
、
国
民
は
画
一
的
に
、
行
政
機
関
の
規
制
を
う
け
た
り
、
と
き
に
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
強
制
さ
れ
る
。
民
主
主
義
的
な
社
会
で
は
、
こ
の
場
合
に
行
政
サ
ー
ビ
ス
の質が問題とされざるを得ない。民間産業のＱＷＬでは、もともと組織の側の目的と従業員の側の目的が合致するこ
とが問題であったが、行政サービスのＱＷＬでは、国民・住民へのサービスの質もあわせて取扱う必要を生じる。
第三に、行政サービスは議会により予算を承認されることによって、その活動を行ないうる。予算の執行は、公正
かつ効率的であることが求められる。利潤との関連でコストが問題となる民間の場合、各層の管理者は、業務の改善
やコストの引き下げにより、その業績を問われ、ＱＷＬ的管理では、一般従業員もコストに自覚的となる。これに対
し
、
行
政
組
織
に
お
い
て
は
、
コ
ス
ト
の
切
り
下
げ
は
、
翌
年
の
予
算
割
当
の
縮
小
と
管
理
者
の
相
対
的
地
位
の
低
下
に
連
り
が
ち
で
あ
る
と
い
う
、
実
際
的
な
問
題
を
伴
っ
て
い
る
。
第四に、公務官僚制においては、官職にある者の専門性、無私な専念を実現するために、一厘用、賃金、年金等の保
２北アメリカ公務におけるＱＷＬ
アメリカ合衆国およびカナダでは、一九七○年代を中心に、連邦、州、市等においてＱＷＬの試みがあった。これ
らは、実施の過程で、各種の方針、手続、手法を追求し、それぞれに関係者の行動があり、成果や問題点を示した。
これらについては、最初にオハイオ州内で公務におけるＱＷＬプロジェクトを発足させ、その後、この分野のＱＷＬ
のネットワークを作った、ヘリック（Ｚの四］ｐ・国の己呂）が、一九八一年のトロントにおけるＱＷＬの会議に提出ざれ
公務におけるＱＷＬ（上）
五
障
が
与
え
ら
れ
る
。
公
務
員
制
度
を
お
き
、
そ
の
地
位
を
定
め
る
こ
と
が
一
般
的
で
あ
る
。
し
か
し
、
地
位
の
保
障
が
与
え
ら
れ
る
た
め
に、非能率や旧套墨守などが生じ易いという問題があり、仕事や組織の革新の障害となる。
公務員に対する一雇用や処遇上の保障は、公務官僚制が主権の実施機構であり、それが合理的に機能するために行な
われるものである。公務員はこのように、特別の雇用関係にあり、その職務と処遇が対応しているのである。しかし、
前述のように職務の具体的内容は一般労働者と接近してきた。公務員の労働関係をいかに制度的に割切るかは、わが
国を含め各国において、大きな課題となってきたと言えよう。ＱＷＬは、労働者が組織から独立性を強め、対抗的か
つ協力的な労働関係のもとで本格的なものとなると筆者は考えているが、公的部門、特に公務員について、このよう
な
関
係
は
民
間
産
業
に
比
較
し
て
未
成
熟
で
あ
る
。
以上のような差異があるために、公的部門におけるＱＷＬの試みは、少数でありまた成績がよくなかったとしても、
かえって検討に値すると思われる。また、公的部門の困難な条件のもとにおかれることによりＱＷＬの成立・存続・
発展の基礎条件も民間企業以上に明らかにできると期待される。
公務におけるＱＷＬ（上）
一ハ
（４） 
た報告を中心にして単行書にまとめている。事例は、カナダ一、〈ロ衆国一○である。
最初に、ヘリックの基本的見解について述べる。ＱＷＬとは何か、より正しくは公務におけるＱＷＬは何かについ
て、彼は理念型的に、管理者および選出された一般職員の代表からなる、多層の関係をもつ委員会を用いた管理シス
テムであり、統合的交渉（問題解決）が行なわれるとしている。ＱＷＬシステムをもつ単位ではすべての一般職員が
（５） 
直接、間接に参加の機会をもっとしている。多層の委員会は、ヒエラルキーの各層の管理者と、労働組〈ロの対応する
委員や、ＱＷＬ活動を行なう労働者の代表により構成される。これをヘリックは、並列的ヒエラルキー（富国一一の一
画の日『。ご》勺国）と呼んでいる。ヒエラルキーはその末端に、一般労働者が参加する委員会や集団が位置し、上位の
委
員
会
は
こ
の
レ
ベ
ル
の
活
動
を
支
援
、
指
導
し
た
り
、
下
位
の
委
員
会
等
か
ら
の
提
案
に
つ
い
て
検
討
す
る
役
割
を
も
っ
て
い
る
。
統
合的交渉（三の四畳ぐの宮門、巴已長）は、交渉当事者の利害が対立する団体交渉と対照的に、関係当事者が協力して、
それぞれに利益をもたらすように協議するものである。公務では公衆の利害との調整も必要となる。並列的ヒエラル
キーで処理される問題は広範囲に及ぶ。作業組織が取扱われることもあるが、常にではない。
ヘリックによると、アメリカの場合のＱＷＬは、並列的ヒエラルキーであるのに対して、カナダでは、社会Ⅱ技術
システム論的アプローチ（の。Ｑ・‐（の旦巨８］の旨の【の日の９つ『・口＆》の目の）がＱＷＬの主な形態である。ここでは、作業組
織の変更が主要な課題である。後述のように、カナダでも多層の委員会が設けられるが、一般職員が参加して仕事の
分析等を行なう委員会は、一時的なものであるとヘリックは述べている。
以上、ヘリックは、ＰＨの場合に特に、実行組織に着目してＱＷＬを定義しているが、この組織は統合的交渉のシ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
そ
れ
を
別
の
個
所
で
は
、
特
定
の
仕
方
で
従
業
員
が
組
織
の
意
思
決
定
シ
ス
テ
ム
に
関
与
で
き
る
よ
う
に
す
る
諸
政
策
ことである。
待している。
へリックは、事例等のまとめとして、困難な環境のもとでＱＷＬを開始、継続、普及する条件を定式化した。これ
は
、
ア
メ
リ
カ
に
関
す
る
も
の
と
彼
は
限
定
し
て
い
る
が
、
多
層
の
委
員
会
は
カ
ナ
ダ
で
も
一
般
的
で
あ
り
、
カ
ナ
ダ
に
も
当
て
は
ま
る
べきものである。すなわちヘリックは、①開始段階において、第三者ではなくて、当事者がＱＷＬの実施組織案をつ
く
る
べ
き
こ
と
な
ど
、
②
継
続
段
階
に
お
い
て
、
統
合
的
交
渉
が
成
立
す
る
た
め
に
、
各
利
害
関
係
集
団
の
代
表
が
委
員
会
を
構
成
す
べ
きこと、政策や手続を公式化しておくべきこと、管理者の意思決定権は不変であるが、ＱＷＬ活動により生じる機会
を選択するとともに、ＱＷＬそのものの危機を回避できるよう管理すべきことなどを指摘していることが注目される。
また彼は、③普及の戦略についても提一一一一口している。
ヘリックは、公務におけるＱＷＬの普及に困難な環境条件を四つに整理する。①労働組合が当局側に比較して弱体
であり、対抗と協力の同時成立が困難であること、②民間産業のように経済的動機づけが機能しないこと、③公的部
門
で
は
、
意
思
決
定
に
多
数
の
関
係
者
が
影
響
を
与
え
る
こ
と
、
④
公
的
部
門
で
は
各
レ
ベ
ル
の
政
府
の
部
門
や
機
関
の
独
立
性
が
高
い
こ
と
で
あ
る
。
ヘ
リ
ッ
ク
は
こ
れ
ら
に
対
す
る
基
本
的
処
方
菱
と
し
て
対
抗
と
協
力
を
同
時
に
可
能
と
す
る
よ
う
な
労
使
関
係
立
法
に
期
（６） 
と
諸
手
続
で
あ
る
と
述
べ
て
い
る
。
こ
れ
は
手
続
的
側
面
を
強
調
し
、
産
業
民
主
主
義
的
視
点
に
立
っ
て
い
る
こ
と
を
一
息
味
す
る
。
特
定
の仕方としては、労使が対抗関係と協力関係を同時にもつこと、｜般職員が広い問題について委員会を通じて発一一一一口し
得ることと解され、従って管理者が独自に行うＯＤ（組織開発）、ＱＣサークル、一般従業員の参加しない労使委員
会はＱＷＬでないことになる。
ヘ
リ
ッ
ク
の
立
論
を
離
れ
て
、
二
事
例
を
通
じ
て
み
ら
れ
る
特
徴
点
は
、
彼
が
ふ
れ
た
も
の
以
外
で
は
次
の
よ
う
に
な
ろ
う
。
公務におけるＱＷＬ（上）
七
３
カ
ナ
ダ
公
務
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
の
環
境
カナダ公務でＱＷＬのプロジェクトがあったが、アメリカの場合と同様に困難な環境下において行なわれた。アメ
リカと共通の要因も多いが特有の事情もある。これは、カナダ公務における官僚制の具体的内容に関わる。
ジョーンズ（Ｏ冑巨・日の『言・］・口のの）は、連邦ＱＷＬプロジェクトの、コア・グループ（後述）メンバーとしての
経験から、それらが「失敗」した要因として、労使間の力の不均衡と、公務員の人事管理の諸制度がＱＷＬと両立し
（７） 
難いものであることをあげている。後者については、彼が組〈ロの職務分類担当者であることもあり、職務分類制度・
職務評価を中心に論じ、これが官僚制の原則に立つ管理技術であるため、随所でＱＷＬと矛盾することを指摘してい
公務におけるＱＷＬ（上）
八
第一に、公務ＱＷＬの対象となってきた部門は、現業や大量事務処理に関するものが多い。その際、適用の対象は
大
き
く
て
も
数
百
人
規
模
で
あ
る
。
第二に、ＱＷＬの開始には労使のトップ間の合意が必要である。労使のコミットメントがないと継続ができず、管
理者の交替で消滅したりしている。ＱＷＬは、労使とくに管理者の任意的選択に依存するところが大きい。
第三に、アメリカの場合、一般職員の参加の場は、作業グループ全体、その一部の委員会、課題別の委員会などと
な
っ
て
い
る
。
ま
た
委
員
会
制
の
中
で
意
思
決
定
が
行
な
わ
れ
る
場
合
と
、
ヘ
リ
ッ
ク
の
定
式
化
に
あ
る
よ
う
な
、
層
別
と
く
に
上
位
管
理者が意思決定権をもつ場合がある。
第四に、手続を厳格に決める傾向、ＱＷＬの趣旨や各種手法の徹底のための教育が重視されていること、コンサル
タ
ン
ト
な
ど
第
三
者
が
一
定
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
が
比
較
的
共
通
に
み
ら
れ
る
。
公務員労働関係法（岳の勺ローｎｍの。】Ｏのの菌｛【閃①一畳・ロのシＲ》勺のの宛シ）では、仕事の組織、課業の配分、職務分類
な
ど
が
団
体
交
渉
の
対
象
と
な
ら
な
い
旨
規
定
し
て
い
る
点
が
重
要
で
あ
る
と
ジ
ョ
ー
ン
ズ
は
指
摘
し
て
い
る
。
こ
の
連
邦
公
務
の
集
団
的
労
使
関
係
の
枠
組
み
を
決
定
し
て
い
る
法
律
は
、
ワ
ー
グ
ナ
ー
法
を
原
型
と
す
る
民
間
産
業
の
労
使
関
係
法
の
内
容
を
修
正
し
て
連
邦
公務におけるＱＷＬ（上）
九
る
。
例
え
ば
、
職
務
評
価
で
、
職
務
に
必
要
と
さ
れ
る
監
督
の
要
素
で
は
、
指
揮
す
る
人
数
が
多
い
ほ
ど
評
価
が
高
い
し
、
責
任
の
要
素
で
は
仕
事
の
配
分
と
チ
ェ
ッ
ク
、
部
下
の
訓
練
、
休
暇
の
計
画
、
部
下
業
績
の
評
価
、
規
律
な
ど
の
基
準
に
よ
り
、
そ
の
大
小
を
判
定
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
伝
統
的
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
を
前
提
と
し
て
そ
の
上
位
の
者
が
、
連
鎖
と
し
て
よ
り
多
く
の
者
を
指
揮
し
、
よ
り
多
く
の
権
限
を
も
つ
こ
と
と
対
応
し
た
評
価
プ
ラ
ン
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
Ｓ
Ｔ
Ｓ
的
な
半
自
律
的
作
業
集
団
は
、
責
任
を
一
般
の
者
に
降
ろ
す
か
ら
、
従
来
の
体
系
と
矛
盾
す
る
。
ま
た
、
ジ
ョ
ー
ン
ズ
は
、
職
務
評
価
プ
ラ
ン
が
七
○
も
あ
り
、
そ
の
い
ず
れ
か
を
当
て
は
め
る
必
要
か
ら
、
特
定
の
プ
ラ
ン
で
評
価
さ
れ
な
い
課
業
は
然
る
べ
き
者
に
割
当
て
ら
れ
な
い
こ
と
に
な
る
傾
向
が
あ
り
、
職
務
拡
大
・
職
務
充
実
が
妨
げ
ら
れ
る
と
し
て
い
る
。
こ
の
指
摘
は
、
公
務
員
の
職
務
が
相
当
数
の
種
類
に
分
割
さ
れ
て
、
相
互
間
に
隔
壁
が
お
か
れ
て
い
る
こ
と
、
職
務
評
価
が
、
こ
の
よ
う
な
分
業
体
系
を
強
化
す
る
よ
う
に
作
用
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
ジ
ョ
ー
ン
ズ
は
、
人
事
配
置
、
能
力
開
発
に
つ
い
て
も
、
官
僚
制
に
適
合
的
な
慣
行
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。
ところでこのような状況は、民間産業にもみられるし、また、ＱＷＬはまさにこのような状況の改革を目指してい
るのであるから、ＱＷＬと矛盾することは当然である。問題は、これらの慣行の堅固さにある。ジョーンズは、賃金
水
準
以
外
の
組
織
と
人
事
の
管
理
が
、
連
邦
公
務
の
場
合
、
当
局
の
専
決
事
項
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
問
題
と
す
る
。
そ
し
て
現
在
の
こ
の
よ
う
な
権
限
の
配
分
は
、
労
使
の
力
関
係
の
不
均
衡
に
よ
っ
て
現
実
化
さ
れ
、
そ
の
不
均
衡
は
労
使
関
係
法
等
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る
とみる。
公務におけるＱＷＬ（上）
一○
公
務
員
に
も
及
ぼ
そ
う
と
し
た
画
期
的
な
も
の
で
あ
り
、
労
働
組
合
の
諸
権
利
を
認
め
、
組
合
活
動
を
保
障
し
て
い
る
が
、
ジ
ョ
ー
ン
ズ
は
、
な
お
、
労
使
問
の
対
等
は
実
現
さ
れ
て
い
な
い
と
判
断
し
て
い
る
。
団
体
交
渉
事
項
の
制
限
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
に
よ
っ
て
ス
ト
ラ
イ
キ
が
公
認
さ
れ
た
も
の
の
、
必
要
不
可
欠
な
要
員
の
参
加
が
除
外
さ
れ
る
と
か
、
仲
裁
か
調
停
・
ス
ト
ラ
イ
キ
か
の
コ
ー
ス
の
選
択
に
あ
た
っ
て
、
ス
ト
ラ
イ
キ
の
コ
ー
ス
の
選
択
が
容
易
で
な
い
こ
と
が
そ
の
根
拠
で
あ
る
。
ジョーンズは、ＱＷＬを職場レベルでの意思決定権限を管理者と一般職員が分ち合うことと考えているようで、そ
の
実
現
に
は
、
上
部
に
対
等
な
労
使
関
係
が
あ
る
こ
と
が
必
要
と
み
な
す
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
へ
リ
ッ
ク
の
指
摘
し
た
よ
う
に
、
対
抗
的関係とともに協力的関係も同時に成立していることが、ＱＷＬの開始・継続・普及に適合した環境であるとすれば、
対
抗
的
労
使
関
係
に
お
け
る
労
使
間
の
力
の
平
等
を
制
度
的
に
保
障
す
る
だ
け
で
は
不
十
分
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
カ
ナ
ダ
公
務
で
は
、
管
理
者
を
含
む
職
員
団
体
と
の
協
議
を
経
て
、
政
府
が
労
働
条
件
等
を
決
定
す
る
慣
行
が
長
く
続
い
た
が
、
’
九
六
○
年
代
初
期
に
は
、
紛
争
は
ス
ト
ラ
イ
キ
に
よ
り
解
決
す
る
こ
と
を
望
む
運
動
が
主
流
と
な
り
、
職
員
団
体
も
労
働
組
合
に
衣
替
え
し
（８） 
た。公務員のストーフイキ権の取扱が政策論争となり、政権の交替を経て、公務員労働関係法が一九六七年に成立した。
これにより公務員は、主権の担い手である政府の使用人から、使用者たる政府に雇用される労働者となり、労働条件
の
決
定
に
関
し
て
は
民
間
の
場
合
と
同
様
、
労
働
組
合
を
通
じ
対
等
な
交
渉
者
と
し
て
政
府
と
向
き
合
う
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
公
務
員
の
政
府
か
ら
の
独
立
性
の
強
化
は
、
労
働
条
件
と
い
う
限
定
さ
れ
た
領
域
に
関
す
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
労
働
組
合
を
通ずる対抗的関係においてであった。ＱＷＬでは、労働条件以外の分野で、協力的な関係を通じて、公務員の発言を
実
現
す
る
こ
と
が
課
題
で
あ
り
、
そ
れ
を
可
能
と
し
ま
た
は
促
す
環
境
が
必
要
な
の
で
あ
ろ
う
。
な
お
、
カ
ナ
ダ
に
は
、
連
邦
、
州
お
よ
び
市
等
の
地
方
公
共
団
体
の
三
つ
の
レ
ベ
ル
の
政
府
が
あ
る
。
そ
の
集
団
的
労
使
関
係
は
、
連
用
さ
れ
て
い
る
。
警察、消防、一
あれば、種類印
取扱う。
邦
法
お
よ
び
州
法
に
よ
り
規
定
さ
れ
て
い
る
。
市
等
の
政
府
は
主
権
を
も
た
ず
、
そ
の
労
働
関
係
も
民
間
と
同
じ
州
の
労
使
関
係
法
が
適
用されている。州の労使関係法には、かなりの差異がある。例えば公共部門の労働者には、行政機関の職員のほか、
警
察
、
消
防
、
病
院
、
教
育
、
企
業
な
ど
の
労
働
者
が
あ
り
、
こ
れ
ら
に
共
通
な
労
働
関
係
法
が
適
用
さ
れ
て
い
る
州
（
ケ
ベ
ッ
ク
）
も
（９） 
あれば、種類別に独立の法をもつ州（オンタリオ）もある。》細文では主として、一般の公務員を対象としたＱＷＬを
（ＦＤ）－す】９℃．×〆一一・
（〈ｂ）」す】ロ・ロ・』一口
（７）Ｃ冑一の（○日の『二・】・ロ①の』島曼ごＯＳの目＆閏Ｓｃ一戸吋口さの（８ミのミミ尋①〔ざ§ｓ富田ヨミミコミ片のご己弓の》ヨ国のａｎ丙
①Ｑ・》・ロ・口（・ｇｏ・『のロミ⑩○房ｓご貝ご園冒亘ｇミミミ牙・菖Ｃ一戸グミご胃冨冨のごく、冒窃笥日ご菖冒田ごＱミコミ計
の、ご計⑯》シロ頗巨の庁」湯』）ロ］』日の。．
（８）四・二・シ『（言【の》Ｓへ奇曼烏開き応ミミ言ｍｓｐ愚一ｓＲ吻冒〔首菖員Ｒ国鳥ミミ房（シ自少『す。『昌口の葺昌の。｛Ｐロウ。【四己
閂己巨の三四一用の一畳・ロの》目すのロヨぐ①【の一弓。【三】Ｓｍ目》］召』）．シ一一の二勺。ご鼻》屡勺口三つ‐の①、〔・『Ｏ○一一の＆ぐの因囚『ぬ四三口、》ご一口
］○ロロンロロの『の。コロロニニ。『一のど⑦こ□』の［の。□》のＱの。》ロミ○菖豈口冨品、言⑯三河の冒斡○言の胃〔首菖＆回冒（□○口三一一一ｍ》○昌閂】。》
公務におけるＱＷＬ（上）
｜’ 
（１）「社会労働研究」第一一一四巻第一一一・四号、第三五巻第一号。
（２）例えば、イギリスの場合、内閣の人事管理部門に職務満足に関するチームが設けられ、いくつかの試行をした。
（
３
）
福
祉
国
家
に
お
い
て
は
、
福
祉
、
教
育
、
医
療
な
ど
の
対
人
サ
ー
ビ
ス
的
な
機
能
が
、
し
ば
し
ば
公
務
員
に
よ
り
担
わ
れ
る
が
、
そ
の
サ
ービスにも提供のあり方に基準があるにせよ、担当専門職の自由裁量の余地は、事務処理に比較して大きい。
（
４
）
ｚ
８
ｌ
Ｃ
・
国
の
『
『
二
の
□
・
》
ミ
ｓ
§
富
Ｓ
ご
ミ
ミ
ミ
ー
ー
‐
由
§
ミ
ミ
⑯
言
ｇ
誉
の
冒
辱
ミ
ニ
曇
還
怜
瀞
昔
ご
園
（ｚの急居。『丙勺日の、の【勺巨亘一の弓の『の》』①露）。
１
第
一
世
代
の
実
験
カナダにおいては、連邦、州および市レベルでこれまでＱＷＬの試みがあった。このうち、まず連邦のものの経過
に
つ
い
て
み
て
お
く
。
カ
ナ
ダ
で
は
、
憲
法
に
よ
っ
て
連
邦
の
権
限
が
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
な
ど
に
比
較
し
て
、
狭
く
限
定
さ
れ
る
が
、
連
邦
公
務
員
の
数
は
、
公
的
部
門
雇
用
の
四
分
の
一
程
度
に
及
び
、
労
使
関
係
、
人
事
管
理
に
お
い
て
も
、
連
邦
に
お
け
る
政
策
が
州
の
政策のパターンに影響する傾向もみられる。ＱＷＬについても同様と考えられる。
連邦政府がＱＷＬに最初に関心を示したのは、一九七○年代の前半からである。七三年に労働省がＱＷＬの社会指
標というシンポジュウムを開いている。七四年に、次官から成る人事管理に関する助言委員会が、連邦公務で、限定
されたＱＷＬ実験を行なうことを提唱し、これが以下の一連のプロジェクトの出発点となった。連邦政府がＱＷＬに
関心を示したのは、民間・公的部門全体における産業平和への関心である。公務におけるＱＷＬプロジェクトの目的
（皿）
は、公衆へのサービスの向上、責務の有効な遂行、職員の動機づけなどであった。委員会は、労働組〈ロの協力を求め、
最大の組合であるカナダ公務員連盟（＆の勺巨三０ｍの。】の①シ］言ごＯの。【Ｏ自己四》勺のシＯ）とカナダ公務職員組合（岳の
車・閉の叩の一・目一百の鼻昌の。｛岳の勺巨三ｎｍの『ぐ－０の。【ｎ回目ｇ》四勺の）がこれに応じた。そこで、委員会から各機関に任意
公務におけるＱＷＬ（上）
シｑｓの。ご‐ごくの⑪］の『石口亘】の彦の『の》皀缶）・
（ｏ〉）勺○口四六》○つＱ〔．
ニ
カ
ナ
ダ
の
公
的
部
門
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
■■■■■■■■■■１ 
－ 
￣ 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
は
次
の
よ
う
な
条
件
が
設
け
ら
れ
て
い
た
。
労
使
が
真
に
合
同
し
て
参
加
す
る
こ
と
、
労
働
組
合
と
管
理
者
は
職
務・組織の変化を容易ならしめるよう一般的ルールからの適用除外を図ること、参加は自由であること、労使および
職員はいつでも実験から去り得ること、そして内容として、職員は自律的作業単位として行動することが期待され、（ｕ） 
サービスの質量の最低限および予算の限度を守る条件下で、仕事や組織について新しい考えを試み得ることとした。
（皿）
連邦公務員の一厘用主の地位にある予算局（弓の弓円の四のロ『ご国○四ａ）は積極的介入はせず、支援する立場をとった。実験
全体の支援のため中央に合同上級運営委員会（言①］○三ｍの己。【の（の①『ごｍＣｏＢ旦詳の①）、その下に実務的な合同コ
ア・グループ（岳の］○三○・円のｏＨｏｇ）が設けられ、実験の場から上って来る問題の処理と監視にあたった。実験の
場
に
は
、
機
関
の
管
理
者
と
対
応
す
る
組
合
役
員
か
ら
な
る
合
同
委
員
会
が
お
か
れ
、
政
策
的
事
頃
の
決
定
等
に
あ
た
っ
た
。
そ
の
下
に
は
具
体
的
活
動
を
す
る
委
員
会
等
が
あ
っ
た
。
こ
の
多
層
の
委
員
会
は
、
労
使
の
協
力
の
も
と
に
行
な
わ
れ
る
こ
と
を
保
障
す
る
実
施
組
織として構想されたものである。
実
験
の
場
と
し
て
は
、
カ
ナ
ダ
統
計
局
の
キ
ー
パ
ン
チ
班
、
税
務
事
務
所
の
検
査
部
、
国
務
省
の
翻
訳
局
が
選
ば
れ
た
。
こ
れ
ら
の
場
の
労
使
代
表
も
参
加
し
て
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
会
社
が
選
ば
れ
、
各
場
所
に
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
一
名
が
配
置
さ
れ
た
。
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
、
それぞれ独自のスタイルで行動した。
実
験
は
、
一
九
七
六
年
九
月
か
ら
七
八
年
三
月
ま
で
が
正
規
の
も
の
で
あ
っ
た
。
個
別
の
実
験
に
つ
い
て
は
後
に
論
じ
て
あ
る
。
第
一
次
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
評
価
は
困
難
で
あ
っ
た
。
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
評
価
報
告
書
に
は
関
係
者
か
ら
批
判
が
あ
っ
た
。
職
員
の
欲
求
に
応
じ
る
よ
う
な
組
織
の
変
化
や
問
題
解
決
は
あ
っ
た
が
、
サ
ー
ビ
ス
の
量
の
面
な
ど
で
実
績
が
上
っ
た
と
い
う
こ
と
は
な
か
つ
公務におけるＱＷＬ（上）
一一一一
的参加の招請がなされた。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
予
算
局
の
招
請
に
自
発
的
に
応
じ
た
も
の
の
な
か
か
ら
、
一
定
の
条
件
（
上
級
管
理
者
と
組
合
が
推
進
意
欲
を
も
ち、組織がＱＷＬの価値を認める雰囲気にあること、明確な領域を主管し、ＳＴＳ的分析による勧告を受け入れる支
障
が
な
い
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
、
管
理
と
組
織
が
概
し
て
安
定
し
て
い
る
こ
と
な
ど
）
を
備
え
る
機
関
の
部
課
が
選
ば
れ
た
。
第
二
世
代
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
第
一
世
代
の
経
験
を
踏
ま
え
て
、
予
算
局
は
第
一
世
代
と
は
異
る
方
針
で
臨
ん
だ
。
そ
の
主
要
な
点は、予算局が方針を明確にし、指導を強め、積極的に推進の条件を作ることであった。ＳＴＳ論によるＱＷＬの推
進者の一人である、エリック・トリスト（同国ｎ円『再）の協力・助言を受けることとし、プロジェクト現場へは、予
算
局
が
採
用
し
Ｓ
Ｔ
Ｓ
に
つ
い
て
学
習
さ
せ
た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
当
初
派
遣
し
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
展
開
手
順
、
関
係
者
の
役
割
等
を
予
算
局
で
あ
ら
か
じ
め
予
定
し
た
。
予
算
局
職
員
が
労
働
組
合
を
含
む
関
心
あ
る
者
に
広
く
呼
び
か
け
、
こ
れ
に
つ
いて詳しい情報提供を行なった。
名、三八名であった。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
》 （⑬） 
２
第
二
世
代
の
試
み
予
算
局
で
は
、
第
一
世
代
の
経
験
を
ふ
ま
え
て
第
二
世
代
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
行
な
う
こ
と
と
し
た
。
最
終
的
に
選
ば
れ
た
の
は
、
経
済協力を担当するカナダ国際開発庁（号のＯ自呂国三二の曰呂・目一己のぐの｝○℃目のロ〔シ、①□＆》ＯＳシ）の会計部（シ０８巨二
ヨ、○℃①『畳・ロのロヨの一・ＰＣ・日ロ『○一｝の［》の国【目＆）と、首都委員会（ｇ①ｚ畳ＯＢ｝Ｏ呂旨－６．日己のの】・ロ・ＺＯＯ）の情報
処理シスステム開発部門（の『の【①曰の□のぐの｝・宮〕のヨロヨ四・口その後名称変更）であった。職員は当初、それぞれ七五
公務におけるＱＷＬ（上）
た。しかし、ＱＷＬはなお試みる価値のある事柄とみなされた。
最
終
的
に
選
ば
れ
た
の
は
、
経
］□シ）の会計部（シ０８巨ヨー
リ・日三里目・ＺＯＯ）の情報
一
四
Ｎ
Ｃ
Ｃ
に
お
け
る
進
展
は
後
述
し
た
。
Ｎ
Ｃ
Ｃ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
予
定
し
た
Ｓ
Ｔ
Ｓ
的
分
析
を
終
え
た
が
、
管
理
者
の
交
替
等
で
（略）
停
滞
し
た
。
八
二
年
の
状
況
で
両
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
も
機
能
し
て
い
な
か
っ
た
。
第
二
世
代
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
立
ち
消
え
的
な
結
果
と
なったのは、ＮＣＣの場合について一一一一口えば、前記の開始要件に照しＱＷＬを試みるには適切でないものがあったこと、
一般的な問題として予算局があまりに硬直的な過程を予定したことをあげることができよう。
（巧）
設置された。
予
算
局
の
予
定
し
た
内
容
は
、
Ｓ
Ｔ
Ｓ
論
に
基
礎
を
お
く
分
析
を
行
な
い
、
基
本
的
に
は
法
令
・
協
約
の
制
約
の
も
と
で
、
実
験
と
し
て
で
な
く
業
務
と
し
て
、
分
析
の
結
果
を
実
現
し
定
着
さ
せ
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
れ
と
関
連
し
、
予
算
局
派
遣
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
内部で養成した推進者（Ｏ盲信の四ｍの三）に交替し、プロジェクトの期間も定められなかった。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
と
管
理
に
あ
た
る
組
織
と
し
て
、
四
層
の
合
同
委
員
会
が
置
か
れ
た
。
第
一
世
代
の
場
合
も
多
層
の
委
員
会
が
おかれたが、多少構成に変更があった。主なものは、全体にかかわりプロジェクトから提起される政策的問題の処理、
教育・情報にあたる実務的な労使合同グループ（弓の］○三○・【の⑦『○二）上から一一層目）の活動に期待したこと、およ
び、プロジェクト現場（四層目）に計画チーム（弓のＣの切官目８三ＺＯＯの場合）がおかれたことが異っている。特
に
、
計
画
チ
ー
ム
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
現
場
の
作
業
集
団
の
代
表
者
、
監
督
者
、
管
理
者
か
ら
成
り
、
Ｓ
Ｔ
Ｓ
的
分
析
を
行
な
い
勧
告
に
まとめることを課題としていた。
Ｃ
Ｉ
Ｄ
Ａ
で
は
、
一
九
七
九
年
五
月
、
一
連
の
説
明
会
の
あ
と
投
票
に
よ
り
八
割
の
賛
成
を
得
て
発
足
し
、
翌
月
合
同
運
営
委
員
会
が
３
第
三
世
代
の
試
み
公務におけるＱＷＬ（上）
一
五
第二に、ＱＷＬを推進しようとする組合と予算局側との共同声明が一応成立したが、予算局が署名せず、その人事
管理に関するマニュアルに一章を設けた。これは、ＱＷＬのための合同委員会は制度上残されたと言え、ＱＷＬは基
本的に、使用者の管理の一環であるとの位置づけである。このマニュアルの中で、予算局は、ＱＷＬを望ましいとみ
信頼しなくなった。
第二に、ＱＷＬ←
公務におけるＱＷＬ（上）
一一ハ
予算局が第一一世代の試みを行なった際に二つの機関以外でＱＷＬに関心をもつものがあったが、予算局はその能力
の限界もあって、情報の提供等を行いつつ独自に行なうことを認めた。郵政事業、労働省および国防省などでその試
（Ⅳ） 
みがあった。このうち、ＱＷＬの関係者が注目してきたのは、国防省におけるもので、後述する。ＱＷＬの試みは、
活動を持続することが困難であったが、一九八一年に公式に発足した国防省のＱＷＬがもっとも安定して持続した。
第二世代のプロジェクトと対照的に、特定の理論、管理方法、手順を予定せず、確立した労使協議制の一部として、
柔軟に行なわれてきたところに特徴がある。職務再設計も含むが、職員参加による問題解決も行なっている。
連邦公務におけるＱＷＬの試みは、八○年代に入り、転期を迎えた。第一一世代の試みの助言者であったトリスト等
は、後述のように八一年に九つの連邦プロジェクトの評価のための調査を行ない、結論としてＳＴＳ論によるＱＷＬ
は、実施される価値があることを説いた。しかし、ＱＷＬの試みが発展・持続するためには、労使関係上の枠組みが
必要であった。いずれの場合も合同委員会が多層で形成されていたように、団体交渉では対立する労使が、ＱＷＬで
は
協
力
す
る
こ
と
が
最
低
限
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
て
い
た
わ
け
で
あ
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
次
の
二
つ
の
事
態
が
あ
り
、
七
○
年
（旧）
代の枠組みが崩れたのである。
第
一
に
、
一
九
八
二
年
に
、
第
二
次
石
油
危
機
後
の
緊
急
措
置
と
し
て
、
法
律
に
よ
る
賃
金
抑
制
が
行
な
わ
れ
、
労
働
組
合
が
政
府
を
４
州
レ
ベ
ル
等
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
（四）
州
と
市
レ
ベ
ル
で
も
、
か
な
り
の
数
の
試
み
が
あ
っ
た
。
一
九
八
一
二
年
頃
の
ま
と
め
で
、
州
レ
ベ
ル
に
お
い
て
は
、
ケ
ベ
ッ
ク
州
の
六
つの省や機関でＱＷＬその他の仕事の革新のプログラムが始められていた。労働組合の参加がなく、上級、中級管理
者の教育を重点としていると報告されている。オンタリオ州では、八一年一一月オンタリオ州人事委員会（ｇの○口白，
『】・ロぐ】一ｍの『ぐ局の６．日己のの】。ご）とオンタリオ公務員組合（弓の。□宮『曰・勺巨三０ｍの。】Ｏの向日ロ一・『の①の□己・ロ）の間でＱ
ＷＬについて共同宣一一一一口し、協定が結ばれた。また市レベルでは、多数の自治体がＱＷＬの一般的分野で何らかの試み
（卯）
を
し
て
い
る
と
し
て
い
る
が
、
件
数
、
事
例
に
つ
い
て
は
記
述
が
な
い
。
一一一一口及されているオンタリオの労使間の共同宣言は、①仕事の環境（ョ・島のごく】【○口目の員）の変化をもたらすような、
また、仕事のすべての面で肯定的な関係を高める雰囲気を作り出すような実験に取り組むことに合意する、②実験の
目的は、職員が課業の実施方法の決定権に参与するような仕事の環境を作ることにある（ただし課業そのものの決定
は含まれない）、③職場の革新は職員の職務満足、組織の有効性と生産性の向上をもたらすと期待される、④実験の
成果は職員にも公正に分っ、またプロジェクトによる一時解雇は発生させない、⑤プロジェクトへの参加は十分な情
報により検討してからなされるべきであるとしている。
特に、ＱＷＬの核心が課業遂行方法ｌ課業そのものでなくｌの決定に職員が分をもつことにあるとしているこ
と
が
注
目
さ
れ
る
。
協
定
で
は
、
実
験
に
参
加
し
な
い
者
が
不
利
益
を
う
け
な
い
こ
と
、
協
約
条
項
は
す
べ
て
適
用
さ
れ
る
こ
と
、
三
○
公務におけるＱＷＬ（上）
’七
なすが、自ら積極的に計画を樹立して働きかけるのではなく、個別の試みがあれば支援するとの立場をとっている。
公務におけるＱＷＬ（上）
一八
曰
の
予
告
で
い
ず
れ
の
側
も
実
験
参
加
を
や
め
う
る
と
規
定
し
て
い
る
。
（皿）
’九八六年現在で、オンタリオ州のＱＷＬに関する試みは一一一件であった。第一は、メンタルヘルスセンターに属す
る
法
を
犯
し
た
精
神
障
害
者
の
収
容
施
設
で
行
な
わ
れ
た
。
こ
の
施
設
で
は
、
強
い
職
業
上
の
ス
ト
レ
ス
、
職
員
の
自
殺
や
ア
ル
コ
ー
リ
ズム、高い欠勤率、険悪な労使関係などの問題があった。州の人事委員会からの働きかけで、ＱＷＬの導入が図られ
た
。
公
式
目
的
と
し
て
は
、
患
者
へ
の
質
の
高
い
処
置
、
従
業
員
の
参
加
に
よ
り
仕
事
を
満
足
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
、
従
業
員
と
患
者の心身の健全を促すことが掲げられていた。オンタリオＱＷＬセンターの派遣したコンサルタントが運営委員会に
加
わ
り
、
患
者
に
対
す
る
給
食
方
法
の
改
善
、
職
員
の
勤
務
態
勢
の
変
更
等
を
行
な
っ
た
が
、
職
務
の
再
設
計
に
は
進
ま
な
か
っ
た
。
ス
トレス、出勤率、労使関係は改善した。管理者の交替、ＱＷＬを推進した組合役員の落選、コンサルタント契約の終
了などで、ＱＷＬの試みは継続できなくなった。
第二は、免許に伴う徴収事務を扱う消費者・商業関係省の収入事務所で、八一一一年一月から行なわれたものである。
ここでは事務手続が順序を追って厳格に定められていた。オンタリオＱＷＬセンターのコンサルタントが入り、ＳＴ
Ｓ
の
立
場
で
一
一
つ
の
半
自
律
的
作
業
集
団
が
導
入
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
業
務
の
遅
れ
が
解
消
し
、
モ
ラ
ー
ル
、
出
勤
率
の
改
善
が
み
ら
れた。しかし、中間管理職の反対などがあり、他への普及が困難であった。
第三は、大規模な重度障害者の居住・訓練・治療施設におけるものである。ここではモラール上の問題があり、労
使
関
係
も
安
定
を
欠
い
て
い
た
。
高
い
質
の
サ
ー
ビ
ス
と
職
員
が
価
値
あ
る
存
在
と
し
て
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
目
指
し
、
八
四
月
八
月
、
ＱＷＬを公式に関始し、合同運営委員会が設けられた。オンタリオＱＷＬセンターがコンサルタントとして、職員参
加による職務再設計が重要であること、当初から普及を考慮すべきことを肋一一一一口し、四カ所が選定された。
これらは、ＳＴＳ論に立つオンタリオＱＷＬセンターが関与しており、連邦プロジェクトと異った特色もある。ま
ず、第一例、第一一一例のように、サービスの質を問題としている。とくに第三例ではサービスの質についても全人
（冨豈・］のご円の。□）としての諸種の必要に対応するという姿勢をとっている。
第二に、連邦のプロジェクトに比較して対象人員の規模が大きい。第一例第一一一例でそれぞれ職員一一○○名程度が対
象となった。また、オンタリオＱＷＬセンターは、第一一例の経験をふまえ、第三例にあたっては、上述の通り普及拡
大にプロジェクトの初めから取り組む方針をとった。
（胆）のぎの○口）○℃・口斤・
（肥）○ケ国のＳ己豈の［》［
国のＨユＯ穴の９》○つ（
（Ⅲ）三日、。（Ｏ四日の【○口》《《シＣ『○二ｓＯ○ｓ。『畳・自宅Ｒｏｎのののぐの『のこの○具８口］のご冒国の己ｎ戸のＱ・》・ロ・口【．ロ。．》（冒畠②
ミ
ヨ
◎
菱
鳶
叱
切
言
冨
爵
＆
局
薑
量
ご
菖
冒
言
（
喜
昌
昏
曽
専
鳥
員
帛
專
胃
切
亘
言
ご
ざ
二
三
℃
、
侭
ざ
室
田
．
§
＆
罫
豊
臼
鄙
ｓ
ｏ口昏のＣ二【コベ蔦ａミニ⑮」『ロ言菖貝ＰＳ（旨（、）ミミ爵ご葛》○迂冨）Ｐ〔）再菖（賃』湯』・日一日の。．
（ｕ）］ｍ白のの国・三・○』すの。Ｐ農Ｃ目一身・重『・『雲玲の三岳の甸巴の日一℃ローｎｍのａ。①へ》旨Ｃ昌鳶ごミニ忌貫四旧詳玲誉Ｃ冒昌言
の冨曽⑩『○一・国Ｚ。．』》］召や。
（、）〕自冨・言の臼の四己伊巨臼の卑目の（》《《○ぐの『ぐ】のョ「函Ｃ三Ｐ少呂ぐ屋のの一口○自己四》》》旨ｚの四一Ｃ》国①己ｎ戸のＱ・》言己さ忌愚
〔〉。ごミミョ⑮三（Ｚの言昌。【丙勺日の、の【勺巨す］』の■の【の》』や忠）・
（Ⅱ）同日ご囚ａｏＨｏのの》倉句の。①日］《《ｐ口四一】ご○ｍご「。烏一〕【のごロ×己の『】日のヨの））．ご己頁⑮ｈｇＣ量『〔評厨曾討シロ｛］』＠コ・
（
、
）
大
臣
の
会
議
体
で
そ
の
も
と
に
事
務
局
が
あ
る
。
各
省
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
承
認
、
行
政
に
共
通
な
事
務
の
管
理
、
人
事
政
策
、
公
務
員
組
合
と
の
交
渉
な
ど
に
当
る
。
公務におけるＱＷＬ（上）
二・］目のの》
ロー【。
《（三＆。【○ケのｓｎ－のｍＳｐ二『●Ｆ》の□のぐの一○℃曰の昌冒弓のｏ囚ロロロ国口司のＱの日］宅ロウ］』ｎｍの『ぐ』Ｏの》ご曰
一一
九
三
実
験
と
試
み
‐
ｌ
ｌ
そ
の
内
容
（犯）
１
カ
ナ
ダ
統
計
局
の
半
”
自
律
的
作
業
集
団
ｉ概要－－止十目律的作業集団
カナダ統計局情報処理部キーパンチ班（【のご旧目＆□已庁》□四宮勺『。Ｏののの旨、亘風の一・口》の〔畳の号のＯ目四＆）は、コー
ド化したプログラムおよび統計データにより、パンチカードに入力する業務をしていた。この二四名の部署が実験の
対象に選ばれた。業務が工場におけるものに類似しているほか、多数の規則があり、当初コンサルタント（○・自己の】
卑
昌
【
）
が
行
な
っ
た
面
接
で
も
、
学
校
の
子
供
の
よ
う
に
扱
わ
れ
て
い
る
と
の
意
見
が
多
く
、
仕
事
は
組
立
ラ
イ
ン
に
お
け
る
よ
う
に
きまりきったものであり、全体の中のどのような仕事か解らないと一一一一口った意見が表明された。しかし機械のもとで働
〆￣、グー、〆￣、〆－，
２０１９１８１７ 
、－〆、‐＝、．＝、－〆
（
Ⅲ
）
オ
ン
タ
リ
オ
州
人
事
委
員
会
か
ら
の
聞
き
取
り
に
よ
る
。
』す』。．
旨の日の四三国【目の（・己・曰（。
やや古いが、アルバタ州労働省の新しい人間資源管理に関する調査リストによると、カルガリ市（部門別協議、職務
拡
大
、
職
務
充
実
〉
エ
ド
モ
ン
ト
ン
市
（
部
門
別
協
議
、
分
権
化
）
や
多
数
の
病
院
で
部
門
別
協
議
や
勤
務
体
制
の
革
新
が
な
さ
れ
て
い
る
。
（
二
書
三
・
三
…
言
目
頤
…
（
の
喜
曼
薑
二
鴎
…
量
薑
薑
員
Ｉ
Ｃ
臺
菖
薑
三
薑
』①『＠）。
】す】□． 公務におけるＱＷＬ（上）
■■■■■■■■■ 
￣ 
○ 
くのは楽しいとする者が多数であったし、学習の意欲、自律の希望も述べられた。
部管理者、監督者、従業員代表、支部組合代表よりなる運営委員会がおかれ、前記コンサルタントが統計局人事部
の職員一名の協力を得て、計画を指導した。コンサルタント自身は、推進協力者（【四口一言（日）の役割を果たす構想
であったが、前半では主導的な役割を果している。特にＱＷＬの趣旨の浸透、実践的な調査分析の実施、プロジェク
トの基本方向の提示などを積極的に行った。その後次第に支援・助言の役割に活動を限定することとなった。
プロジェクトは一九七六年九月に始まり、七八年三月に終ったが、コンサルタントの評価報告書によれば、終り頃
には、キーパンチ班の状況は「劇的に」変化していた。半自律的作業集団が形成されていたのである。すなわち、班
は三つのグループに分れていた。グループは一定の動かし得ない条件（依頼側の仕事の量・質、一定の規則など）以
外では自律性をもっていた。グループ内の個人への仕事の配分、スケジュールの決定はグループメンバーによってな
されていた。作業上の疑義等について個別作業者が直接依頼者と接触した。監督者は経常的な監督管理は行なわず、
求められた時に支援した（第一表参照）。各グループに生じた問題は、ほぼグループで討議して対応を決定していた
（もっとも、有効に処理できるか、グループ間で差があった）・個人はいずれも能力を伸張した。また責任感が個人と
してもグループとしても高まった。これらは、予算局のＱＷＬ実験計画の趣旨に沿って、コンサルタントがここで実
現しようとした内容がおおむね実現されたことを示している。
面
過
程
と
経
験
半自律的作業集団を形成した過程は、
公務におけるＱＷＬ（上）
コンサルタントが計画したステップと具体的事情とが絡み合って複雑である
一一一
公務におけるＱＷＬ（上）
一一一一
が、次のように示すことができよう。これは論理的ステップであり、時間的順序と必ずしも一致しない。
開始（運営委員会の形成、ＱＷＬの周知、関係者の啓蒙と支持の取りつけ、現場の関心の明確化）
導入環境の整備と自主的問題解決（現場関心事項の処理、課題別委員会の設置と活動、自主活動の経験など）
診
断
と
行
動
計
画
（
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
診
断
調
査
、
Ｓ
Ｔ
Ｓ
的
分
析
、
そ
の
後
の
計
画
の
形
成
な
ど
）
作
業
グ
ル
ー
プ
の
編
成
と
半
自
律
的
作
業
集
団
へ
の
移
行
半自律的作業集団の成長（コンサルタントによる教育その他の支援、半自律的作業集団による業務処理の円滑化、
特
定
課
題
の
処
理
、
監
督
者
の
役
割
変
化
な
ど
）
以上の過程に沿って、ＱＷＬプロジェクトとして重要と思われるいくつかの経験について紹介しておく。
⑪
開
始
の
際
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
従
業
員
と
の
面
接
等
に
際
し
、
前
記
の
よ
う
に
仕
事
の
特
性
に
つ
い
て
の
意
見
も
出
た
が
、
仕
事
に
は
間
接
的
な
職
場
の
諸
条
件
に
つ
い
て
の
不
満
が
強
く
表
明
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
フ
レ
ッ
ク
ス
・
タ
イ
ム
制
が
な
い
、
機
械
の
傍
で飲料を飲むことができない、更衣室に鏡がない、といったものであった。部外者にとって些細な事柄も当事者にと
っては重大であった。管理者が従業員の希望に沿って改善を図ることは、プロジェクトへの従業員の参加のため不可
欠であった。開始直後に、現場の要求を受けて、監督者の机に受話器をおき、従業員が使用できるようになった。機
械の傍で飲料を飲むことは、部が強く反対し時間を要したが、従業員が有害な影響を生じないか供給先に照会すると
いったことがあって、部管理者は遂にこれを認め、この班以外にも適用した。これ以降、蔀盛目理者は、物的条件が許
す限り従業員の提案を受入れるようになった。
②
フ
レ
ッ
ク
ス
・
タ
イ
ム
制
の
導
入
に
つ
い
て
の
希
望
が
強
く
、
従
業
員
の
提
案
に
よ
り
実
験
開
始
の
翌
月
か
ら
一
曰
の
中
で
の
個
人選択により出勤時間を弾力化し、翌々月には、部管理者、予算局、組合幹部の承認を得て週の所定時間の中で自由
化
し
た
。
従
業
員
が
独
自
に
ル
ー
ル
を
成
文
化
し
て
運
用
し
た
。
フ
レ
ッ
ク
ス
・
タ
イ
ム
は
従
業
員
に
好
評
で
、
こ
の
制
度
が
あ
っ
た
た
めに実験に参加し続けた者が何人かいたし、従業員代表が実験終了の頃中央のコア・グループに提出した報告でも主
要な項目の一つになっていた。それまで休暇を分割取得することはできず、このため従業員は、小さな用事がある曰
には欠勤していたから、フレックス・タイムの採用により欠勤率が著しく低下した。
③
開
始
一
一
カ
月
目
に
、
作
業
者
に
よ
る
課
題
別
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
が
三
つ
設
け
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
は
、
グ
ル
ー
プ
別
の
週
ご
と
の
集
会
に
中
間
報
告
し
つ
つ
提
案
を
ま
と
め
た
。
レ
イ
ア
ウ
ト
に
関
す
る
委
員
会
は
、
そ
れ
以
前
に
従
業
員
の
希
望
で
一
度
変
更
し
て
い
た
レイアウトをさらに変更する案を検討し、部の技術的確認を得て実施された。職場環境に関する委員会も細かな改善
を
提
案
し
た
。
前
記
の
飲
料
の
問
題
も
こ
こ
で
扱
わ
れ
た
。
第
三
の
仕
事
に
関
す
る
委
員
会
は
、
仕
事
の
流
れ
な
ど
を
検
討
す
る
委
員
会
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
中
心
部
分
に
関
連
し
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
、
こ
の
委
員
会
を
通
じ
て
想
定
し
て
い
た
職
務
再
設
計を行なおうとしたようであるが、四カ月ほどで断念している。
（羽）
側コンサルタントは、面接やハックマンⅡオールドハムによる職務特性に関する調査を一部修正して行なった。
現場における職務特性上の欠陥や作業者の関心を把握するためのもので、後の第二世代のプロジェクトで仕事の社会
的側面の分析に当たるものである。コンサルタントはもうひとつ業務の技術的側面の分析（ＳＴＳ的分析）を行なっ
た。その中心は、生産に影響を与える変動要因を見出し、その統制の方法を検討するものである。コンサルタントは、
表
の
よ
う
な
結
論
を
得
て
お
り
、
こ
れ
ら
は
結
局
、
半
自
律
的
作
業
集
団
に
所
要
の
機
能
を
も
た
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
解
決
さ
れ
る
こ
と
となる。
公務におけるＱＷＬ（上）
￣ 
＝ 
￣ 
￣ 
第１表生産の変動要因と統制の変更
（キーパンチ班，カナダ統計局）
統制方法の変更
変えられない。
変えられない。
職場が依頼者と直接交渉，日程計画方式の検討。
作業者が直接依頼者と交渉。
変えられない。
新機種に変更済。
変えられない。
フレクス・タイムの導入，個人の責任，仲間の圧力。
仕事はグループごとに分けられ，次にグループ内で
可能な限り個人の好みにより，個人に分けられる。
庶務と書記的仕事は作業者がする。
作業者による依頼者との直接接触。
従業員により日程を計画する。必要なとき班長と協
議。
仲間による選抜，仲間による評価，パンチ以外の活
動の訓練。
従業員により多く責任を与える，衛生要因（作業条
件など）に対処。
監督者の役割が変化した。監督を集団で行う。
変動要因
仕事の量
仕事の型，構成
仕事の納期
投入の質
仕事の困難度
利用可能機械
機械の故障
チーパンチャーの出勤
仕事の配分
公務におけるＱＷＬ（上）
多様性；なさるべき課業
依頼者との関係
作業日程
構成員の職務能力
構成員の士気
監督の質
二四
⑤
現
場
に
三
つ
の
作
業
グ
ル
ー
プ
が
、
実
験
開
始
後
間
も
な
く
編
成
さ
れ
、
そ
こ
で
毎
週
討
議
が
行
な
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
。
英
仏
二
カ
国
語
を
用
い
た
現
場
全
体
の
討
議
は
う
ま
く
ゆ
か
ず
、
フ
ラ
ン
ス
語
を
使
う
全
体
の
三
分
の
一
の
人
々
が
、
小
集
団
を
形
成
し
た
が
、
こ
の
社
会
的
集
団
が
業
務
上
の
集団となった。英語を使う残り一一一分の一一が二
グ
ル
ー
プ
に
編
成
さ
れ
て
い
た
。
側
の
分
析
が
終
了
し
、
③
の
第
三
の
委
員
会
の
能
力
上
の
限
界
が
明
ら
か
と
な
っ
た
、
七
七
年
三
月
に
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
、
従
来
通
り
完
全
な
監
督
下
に
行
な
う
型
、
半
白
糀律的作業集団の型および中間型の三つの型式
資の
に
よ
る
作
業
を
二
週
間
ず
つ
計
六
週
間
各
グ
ル
ー
プ
ｊ
 
伽に経験させる提案を行ない、これが実施され
性た。その結果、半自律的作業集団が好ましい
冊と従業員が判断して、作業組織の変更が可能
鯛となった・従業員は、この経験を基礎に作業
表
に
示
さ
れ
た
変
動
要
因
の
従
業
員
の
職
務
能
力
と
関
連
し
て
、
実
験
期
間
中
に
、
二
つ
の
課
題
が
あ
っ
た
。
ひ
と
つ
は
、
局
の
計
画
により若干の者の実績評価（己の風・尉日目Ｏの口已【臼の四］）が必要となったが、現場では全員についてグループが参加する
こ
と
と
し
た
。
監
督
者
が
案
を
各
グ
ル
ー
プ
に
示
し
、
そ
こ
で
論
議
し
た
。
結
果
は
局
側
に
と
っ
て
も
、
従
業
員
の
多
く
に
と
っ
て
も
満
足すべきものであったが、苦痛が多いとの批判もでた。つぎに、他からの配転により三つの空席を満たす必要が生じ、
規
則
に
反
し
な
い
限
り
で
選
抜
過
程
に
従
業
員
の
参
加
が
認
め
ら
れ
た
。
一
カ
月
も
会
合
で
討
議
を
重
ね
、
委
員
会
が
作
ら
れ
、
自
ら
定
め
た
テ
ス
ト
と
候
補
者
の
上
司
の
コ
メ
ン
ト
を
審
査
し
て
対
象
者
を
決
め
た
。
転
入
者
は
他
の
場
合
よ
り
早
く
班
に
定
着
し
た
。
ま
た
こ
の手続を行ない得たことで作業者が自信を強めた。
、この班の監督者は、作業者に好かれていたが、相談することなく、細目にわたって指示する型の監督を行なっ
ていた。ＱＷＬの趣旨を理解して、彼女はつぎのように行動した。まず書記的、庶務的な事項を訓練して一般従業員
に移した。次に中途から一般従業員の会議に参加しないようにし、机も作業現場から他へ移し、助言者の役割をする
よ
う
に
な
っ
た
。
最
終
的
に
は
、
夜
間
の
シ
フ
ト
の
責
任
者
に
か
わ
っ
た
。
評
価
報
告
書
で
は
、
実
験
の
規
模
が
小
さ
か
っ
た
た
め
、
実
験の中で監督者を扱い得なかったとしている。
公務におけるＱＷＬ（上）
一一五
組織内部およびグループ間の運営計画を決め、その後、実際の業務を行ないつつ、生産管理上の問題を、グループの
会
合
で
取
り
上
げ
て
処
理しこの作業型式を定着させた。
⑥コンサルタントは、半自律的作業集団が円滑に機能するために作業者が必要な社会的技能を備えることが必要
であるとみなし、意思決定やコミュニケーションなどに関する訓練を、グループの集会で実際に体験させつつ実施し
た
０ 
つ
ぎ
に
、
作
業
者
は
、
仕
事
関
連
の
事
項
に
つ
い
て
高
い
自
己
決
定
の
能
力
が
あ
る
こ
と
を
実
証
し
た
。
し
か
し
、
Ｓ
Ｔ
Ｓ
の
詳
細
な
技
法
を
習
得
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
技
法
の
難
し
さ
が
嫌
わ
れ
た
も
の
で
あ
ろ
う
。
こ
の
こ
と
も
あ
り
、
予
定
期
間
終
了
後
継
続
す
る
た
め
に
は
な
お
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
援
助
が
必
要
で
あ
る
と
作
業
者
側
も
判
断
し
て
い
た
。
別
項
に
述
べ
る
よ
う
に
、
実
験
は
作
業
者
に
と
っ
て
好
ま
し
い
も
の
で
あ
っ
た
が
、
「
生
産
性
」
の
改
善
は
実
証
さ
れ
な
か
っ
た
。
も
っ
と
も
、
成
果
の
量
・
質
の
把
握
方
法
、
環
境
条
件
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
な
ど
計
測
上
問
題
が
あ
る
こ
と
が
評
価
報
告
書
に
述
べ
ら
れ
て
い
緩和され、その限晩
ていた―方、労働紀
とを指摘できよう。
つ
ぎ
に
、
作
業
者
四
このプロジェクトについて、主要な成果と問題点をあげよう。
成
果
と
し
て
は
、
ま
ず
、
民
間
産
業
で
実
行
例
の
少
な
く
な
い
Ｓ
Ｔ
Ｓ
論
に
基
く
半
自
律
的
作
業
集
団
が
、
連
邦
公
務
で
も
導
入
し
得
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
こ
と
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
た
だ
し
、
こ
れ
に
は
背
景
と
な
っ
て
い
る
条
件
が
あ
り
、
そ
れ
を
確
定
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
業
務
の
実
態
が
、
工
場
と
類
似
し
て
い
た
こ
と
、
第
一
世
代
の
実
験
で
は
共
通
に
、
実
験
場
所
に
つ
き
労
働
協
約
や
規
則
の
適
用
を
除
外
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
、
公
務
が
法
令
・
指
令
に
も
と
づ
い
て
詳
細
に
業
務
を
規
定
さ
れ
る
と
い
う
条
件
が
緩
和
さ
れ
、
そ
の
限
り
で
民
間
産
業
に
近
い
環
境
に
お
か
れ
た
こ
と
。
こ
の
実
験
の
場
合
、
管
理
者
側
に
意
欲
が
あ
り
人
的
に
も
安
定
し
て
い
た
一
方
、
労
働
組
合
も
公
式
に
は
支
持
し
、
実
際
上
は
介
入
し
な
い
姿
勢
で
あ
っ
た
か
ら
、
労
使
関
係
上
の
摩
擦
が
少
な
か
っ
た
こ
る
◎ 最後
に
、
評
価
報
告
書
が
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
実
験
中
は
短
期
間
の
た
め
問
題
と
な
ら
な
か
っ
た
が
、
長
期
的
に
は
職
務
分
類
と
個
●●● 
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成
果
と
問
題
点
公務におけるＱＷＬ（上）
一一一ハ
当
と
な
る
は
ず
で
あ
っ
た
。
人の格付けについての新しい処置が必要となる。即ち制度上はキーパンチャーに三ランクあり、割当てられる仕事も
違っていた。実験では、仕事がグループ内で自主的に、そして平等に配分されるようになったから従来の分類は不適
（皿）ｍ８．嵐§罫⑮〔｝§曇一旦一春碁（静岡ざミミのミミ艶蔓畳【坊。ミロ（貰三胃呂』や量目言の。
（別）］・閃】Ｓｍ己四四．【曰四ロロロロの『の、用・○一二ケ田口》こぎ悉記員へ鼠府冨、レロロの□＆×シ》（閃の四□ごｍ》三口のの》シＱ＆の○口‐ごく①の｝の］
勺ロワ］】の三二ｍ○○・］①⑭Ｓ・
公務におけるＱＷＬ（上）
一
一
七
